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○ 全ての都道府県と７つの指定都市（札幌市、千葉市、横浜市、名古屋市、京都

市、神戸市、福岡市）に計５４校が設置されている。

（※）消防組織法第５１条第３項に基づき指定都市以外の市・町村が設置する「訓

練機関」（消防組織法第28条により特別区の存する区域を一つの市とみなし

て同法第５１条第３項を準用）。

都道府県（47校）

①札幌市消防学校 ②千葉市消防学校
③横浜市消防訓練センター ④名古屋市消防学校 
⑤京都市消防学校 ⑥神戸市民防災総合センター
⑦福岡市消防学校

東京消防庁消防学校（※）

資料２ー１
消防学校の設置状況
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資料２ー１消防学校の設置状況

都道府県消防学校の設置・校舎整備状況（現校舎年月日）

昭和期（～昭和６３年）

１９校（４０％）
平成初期（平成元年～平成１０年）

１６校（３４％）
平成中期（平成１１年～平成２０年）

４校（９％）
平成後期（平成２１年～）

８校（１７％）

・北海道（Ｓ４０.１２）築６０年
・青森県（Ｓ５４.９） 築４７年
・岩手県（Ｓ４９.３） 築５２年
・茨城県（Ｓ５７.４） 築４４年
・群馬県（Ｓ５４.４） 築４７年
・埼玉県（Ｓ５４.１） 築４７年
・新潟県（Ｓ５６.８） 築４４年
・石川県（Ｓ５７.１２）築４３年
・長野県（Ｓ６０.４） 築４１年
・岐阜県（Ｓ４８.１２）築５２年
・静岡県（Ｓ６０.１０）築４１年
・愛知県（Ｓ５２.９） 築４８年
・滋賀県（Ｓ６０.４） 築４１年
・奈良県（Ｓ４８.４） 築５３年
・鳥取県（Ｓ５８.４） 築４３年
・広島県（Ｓ５７.４） 築４４年
・佐賀県（Ｓ４７.７） 築５３年
・長崎県（Ｓ５８.４） 築４３年
・熊本県（Ｓ５６.４） 築４５年

・秋田県 （Ｈ２.９） 築３５年
・山形県 （Ｈ１０.４）築２８年
・栃木県 （Ｈ４.１０）築３３年
・東京都 （Ｈ７.３） 築３１年
・神奈川県（Ｈ６.５） 築３１年
・福井県 （Ｈ８.４） 築３０年
・三重県 （Ｈ８.７） 築２９年
・島根県 （Ｈ１.４） 築３７年
・岡山県 （Ｈ５.７） 築３２年
・山口県 （Ｈ７.４） 築３１年
・愛媛県 （Ｈ２.４） 築３６年
・高知県 （Ｈ５.３） 築３３年
・大分県 （Ｈ２.４） 築３６年
・宮崎県 （Ｈ８.２） 築３０年
・鹿児島県（Ｈ９.６） 築２８年
・沖縄県 （Ｈ８.１２）築２９年

・福島県（Ｈ１３.１１）築２４年
・兵庫県（Ｈ１６.４） 築２２年
・徳島県（Ｈ１６.４） 築２２年
・香川県（Ｈ１７.４） 築２１年

・宮城県（Ｈ２３.１１）築１４年
・千葉県（Ｈ３１.４） 築７年
・富山県（Ｈ２４.４） 築１４年
・山梨県（Ｈ２７.４） 築１１年
・京都府（Ｈ２１.３） 築１７年
・大阪府（Ｈ２１.３） 築１７年
・和歌山県（Ｈ２９.４）築９年
・福岡県（Ｈ２９.４） 築９年

指定都市等の消防学校の設置・校舎整備状況（現校舎年月日）

指定都市等 消防学校名 現校舎年月日 築年数

札幌市 札幌市消防学校 平成１１年１０月 築２６年

千葉市 千葉市消防学校 平成７年１１月 築３０年

横浜市 横浜市消防訓練センター 昭和５１年４月 築５０年

名古屋市 名古屋市消防学校 昭和４３年３月 築５８年

指定都市等 消防学校名 現校舎年月日 築年数

京都市 京都市消防学校 平成２１年３月 築１７年

神戸市 神戸市消防学校 昭和５４年４月 築４７年

福岡市 福岡市消防学校 昭和５３年９月 築４７年

：～６３年 ：平成元年～平成１０年 ：平成１１年～平成２０年 ：平成２１年以降

※全国消防学校長会要覧を基に作成

（令和８年４月現在）

（令和８年４月現在）

※全国消防学校長会要覧を基に作成
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資料２－２消防学校における教育訓練実施状況（消防職団員）

消防職員 Ｒ１年度

消防団員 Ｒ１年度

受講者全体に占
める割合

総時間数に
占める割合

受講者全体に
占める割合

総時間数に占
める割合

68 5,315 17.4% 57,232 51.6% 841.6 初級幹部科 59 2,294 7.5% 3,028 2.7% 51.3
49 1,200 3.9% 3,617 3.3% 73.8 中級幹部科 35 882 2.9% 1,727 1.6% 49.3
25 642 2.1% 1,366 1.2% 54.6 上級幹部科 19 378 1.2% 422 0.4% 22.2
40 1,065 3.5% 2,963 2.7% 74.1 113 3,554 11.6% 5,177 4.7% 45.8
21 389 1.3% 820 0.7% 39.0 499 11,596 37.9% 11,532 10.4% 23.1
43 1,226 4.0% 3,108 2.8% 72.3 977 30,578 100.0% 110,849 100.0% 113.5
69 3,906 12.8% 17,435 15.7% 252.7 909 25,263 82.6% 53,617 48.4% 59.0

准救急科 1 4 0.0% 98 0.1% 98.0
49 1,681 5.5% 7,501 6.8% 153.1

297 10,113 33.1% 36,908 33.3% 124.3

平均時間平均時間

特別教育
合計

初任教育を除いた教育

受講者数 時間数
開講数

初任教育
警防科

開講数

幹部教育

受講者数 時間数

救助科
専科教育

特殊災害科
予防査察科
危険物科
火災調査科
救急科

※令和２年度「消防学校の教育訓練に関する調査」から引用

※令和２年度「消防学校の教育訓練に関する調査」から引用

（1）消防団員を対象（「消防学校の教育訓練の基準」第15条の特例実施を除く） （2）教員を派遣（「消防学校の教育訓練の基準」第15条第１項関係） （3）市町村で開催（「消防学校の教育訓練の基準」第15条第４項関係）

受講者全体に
占める割合

総時間数に
占める割合

受講者全体に
占める割合

総時間数に
占める割合

受講者全体に
占める割合

総時間数に
占める割合

64 4,277 21.3% 710 17.6% 11.1 41 3,451 21.1% 434 54.2% 10.6 17 1102 100.0% 232 100.0% 13.6
22 751 3.7% 191 4.7% 8.7 0 0 0.0% 0 0.0% 0.0 0 0 0.0% 0 0.0% 0.0
31 1,212 6.0% 306 7.6% 9.9 0 0 0.0% 0 0.0% 0.0 0 0 0.0% 0 0.0% 0.0
53 1,963 9.8% 497 12.3% 9.4 0 0 0.0% 0 0.0% 0.0 0 0 0.0% 0 0.0% 0.0
50 2,336 11.6% 486 12.0% 9.7 1 48 0.3% 7 0.9% 7.0 0 0 0.0% 0 0.0% 0.0

0 561 2.8% 0 0.0% 0.0 0 0 0.0% 0 0.0% 0.0 0 0 0.0% 0 0.0% 0.0
47 1,784 8.9% 467 11.6% 9.9 1 22 0.1% 7 0.9% 7.0 0 0 0.0% 0 0.0% 0.0
59 2,666 13.3% 709 17.6% 12.0 1 14 0.1% 14 1.7% 14.0 0 0 0.0% 0 0.0% 0.0

156 7,347 36.6% 1,662 41.2% 10.7 3 84 0.5% 28 3.5% 9.3 0 0 0.0% 0 0.0% 0.0
168 6,473 32.3% 1,168 28.9% 7.0 110 12,834 78.4% 339 42.3% 3.1 0 0 0.0% 0 0.0% 0.0
441 20,060 100.0% 4,037 100.0% 9.2 154 16,369 100.0% 801 100.0% 5.2 17 1102 100.0% 232 100.0% 13.6

指揮幹部科

現場指揮課程のみ

特別教育

初級幹部科 初級幹部科

機関科 機関科 機関科

開講数
受講者数 時間数

平均時間

警防科 警防科 警防科

平均時間

基礎教育 基礎教育 基礎教育

特別教育 特別教育
合計 合計 合計

現場指揮課程のみ 現場指揮課程のみ
幹部教育 幹部教育 幹部教育

指揮幹部科 指揮幹部科
分団指揮課程のみ 分団指揮課程のみ 分団指揮課程のみ

専科教育 専科教育 専科教育
初級幹部科

開講数
受講者数 時間数

平均時間 開講数
受講者数 時間数
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令和２年４月現在

資料２－３消防学校における実践的訓練施設

※令和２年度「消防学校の教育訓練に関する調査」から引用

● 実践的訓練施設とは、実災害の現場と類似した状況を再現して訓練を行うことのできる施設をいう。

● 実践的訓練施設については、複数の消防学校が共同して整備し、使用し、又は維持管理することができる
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